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はじめに 

 

税理士法第 33 条の２に規定される書面添付制度は、昭和 31 年の税理士法改正により創

設され、その後複数回の税理士法改正および事務運営指針の変更を経て、現在に至ってい

ます。 

この制度は、申告納税方式、申告納付方法、または申告納入方法に基づいて作成された

国税および地方税の申告書について、税理士が自ら計算し、整理し、若しくは相談に応じ

た事項、又は審査した事項に関して、税理士としての意見を税務行政庁に明示する手段と

して導入されました。書面添付制度は、唯一の税務に関する職業専門家である税理士だけ

に認められた権利であり、申告納税制度の理念に基づいて行動すべき使命をもつ税理士に

とって、その積極的な活用が期待されています。 

しかしながら、書面添付制度の理念は高いものの、税理士にとってその有用性があまり

実感されていないため、書面添付の割合は全国平均で約 10％前後（令和４年度、法人税）

となっています。 

令和４年の税理士法改正において、書面添付制度の普及促進を図るため、法 33条の２で

規定される書面の名称が変更され、記載項目が一部改訂されるとともに、相続税や贈与税

の申告時に用いられる書面の様式が新設されました。その様式は簡明性向上等の観点から

見直しが行われており、これにより、添付書面をより利用しやすい環境が整備されました。 

本手引きは、今回の改正を機に書面添付制度が税理士にとって有益な制度として理解さ

れ、積極的に利用されることを願い作成いたしました。 

会員の皆様の業務にお役立ちいただければ幸いです。 
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【用語の定義】 

本書では、下記の用語について、原則として次のように定義して用いています。 

本法・法 ‥‥‥‥‥‥ 税理士法 

政令・令 ‥‥‥‥‥‥ 税理士法施行令 

省令・規 ‥‥‥‥‥‥ 税理士法施行規則 

書面添付制度 ‥‥‥‥ 法第 33条の２に規定する制度 

添付書面 ‥‥‥‥‥‥ 法第 33条の２に規定する書面 

意見聴取制度 ‥‥‥‥ 法第 35条に規定する制度 

意見聴取 ‥‥‥‥‥‥ 法第 35条に規定する意見の聴取 

税務代理権限証書 ‥‥ 法第 30条に規定する書面 

申告書 ‥‥‥‥‥‥‥ 書面添付制度の対象となる申告書 

 

※ 添付書面及び税務代理権限証書を作成し提出できる者は、税理士法人も可能である

ところから、本来、「税理士又は税理士法人」として記載すべきでありますが、記

述が煩雑になるため、単に「税理士」として記載した部分もあります。 

 

 

【注記】 

本書は、必要に応じ、日本税理士会連合会編集による「税理士法逐条解説」「新税理士法要説」を引用

し、または要約して利用している部分があります。 
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第 1 概要編 

 

１．書面添付制度とは 

書面添付制度とは、法第33条の２に規定する書面添付制度と法第35条に規定する意見聴

取制度を総称したものをいい、申告の内容について、税理士としての意見を、税務行政庁

に対して表明する手段として設けられた制度であり、税理士だけに認められた権利として

位置付けることができます。その趣旨は、税理士が申告書の作成に関し、どの程度の内容

にまで関与し、その申告書を税務の専門家として、独立した公正な立場から、どのように

調製したものであるかを明らかにし、その結果、正確な申告書の作成に資することにある

とされています。 

書面添付制度の対象となる申告書は、国税の場合には申告納税方式における申告書、地

方税の場合には申告納付方法又は申告納入方法における申告書であり、税目については特

に規定されていません。 

書面添付制度における書面については、税理士の関与形態の違いにより、法第 33条の２

は次の２つに分けて規定されています。 

① 「申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項を記載した書面」（同

条第１項） 

税理士が、自ら申告書を作成した場合において、申告書の作成に関して、計算し、整理

し、相談に応じた事項を記載する書面です。 

② 「他人が作成した申告書について、相談を受けて審査した事項を記載した書面」（同

条第２項） 

税理士が申告書の作成を行わず、他人が作成した申告書の審査だけを行った場合に、法

第 33条の２第２項に基づき、申告書の内容に関して、審査した事項及び当該申告書が法令

の規定に従って作成されている旨を記載する書面です。 

他人が作成した申告書とは、他の税理士が申告書を作成した場合と、依頼者自身が申告

書を作成した場合の２通りが考えられます。しかし、税理士が申告書を作成した場合には、

本来、作成した税理士自身が上記①の添付書面を作成すべきであり、他の税理士が申告書

を作成した場合というのは想定し難いでしょう。 

したがって、「他人が作成した申告書について、相談を受けて審査した事項を記載した書

面」を作成する具体的なケースは、例えば依頼者が申告書を作成し、税理士はその申告書

の当否のチェックを行い、税理士の指導に基づいて依頼者が自ら申告書を修正して完成さ

せるような場合が該当することになります。 

 

２．書面添付制度の沿革 

現在の書面添付制度は、幾度もの税理士法改正及び事務運営指針等の改正により今日の

制度に至っています。特に平成13年の税理士法改正において事前通知前の意見聴取制度が

創設されたことにより、従来、あまり活用されてこなかった書面添付制度が、その枠組み

を維持しながら存在意義を飛躍的に拡充させて、平成14年４月１日から新たな形でスター

トしました。 
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【制度の沿革】 

① 昭和 26年 

税理士法が施行され、制定時から不服申立てに係る調査の意見聴取制度が設けられ

た。 

② 昭和 31年 

書面添付制度が創設（法第 33条の２①）され、税理士業務の向上、税務行政の円滑

化として、更正処分前の意見聴取制度が追加された。 

③ 昭和 55年 

法第１条が「税理士の職責」から「税理士の使命」に改正され、書面添付に関しては、

「他人が作成した申告書について･････」(法第 33条の２②)が新設された。また、更正

処分前の意見聴取制度にも適用され、添付対象範囲が税理士業務の全対象税目に拡大

されたことに伴い、申告納税方式の申告書すべてになった。 

④ 平成 13年 

財務省令で定める書面の様式の改正と法第 35条（意見の聴取）第１項の改正。すな

わち、これらの書面を申告書に添付してある場合、税務官公署の当該職員が、当該申告

書に関し、あらかじめその者に日時場所を通知して、その内容及び帳簿書類を調査する

場合においては、税務代理権限証書（法第 30条）を提出している税理士に対し、当該

通知をする前に、添付書面に記載された事項に関し意見を述べる機会を与えなければ

ならないとされた。 

 

【書面添付制度と意見聴取制度の変遷】 

 

⑤ 平成 21年 

日本税理士会連合会において添付書面の記載内容の充実を図るために「添付書面作

成基準（指針）」を作成した。同時に、「意見聴取を行った結果、調査の必要性がないと

認められた場合に、税理士等に対し現時点では調査に移行しない旨を原則として書面

により通知する」などの国税庁事務運営指針の一部改正がなされた。 

⑥ 平成 22年 

国税庁事務運営指針の一部改正がなされ、「意見聴取を行った結果、調査の必要があ

 書面添付制度(法第 33 条の２) 意見聴取制度(法第 35 条) 

昭和 26 年 

税理士法制定 
制度なし 

不服申立てに係る調査における意見聴取制

度のみ（税務代理権限を要件） 

昭和 31 年改正 

申告書の作成に関し、「計算し、整理し、又

は相談に応じた事項を記載した書面」を創

設 

左の添付書面の添付がある場合に、更正処

分前の意見聴取制度を追加 

昭和 55 年改正 
他人が作成した申告書につき、「審査した事

項を記載した書面」を追加 

更正処分前の意見聴取制度を、左の添付書

面の添付がある場合にも適用 

平成 13 年改正 

書式の改正（１葉を３葉に） 

税理士法人制度・補助税理士制度の創設に

対応 

添付書面の添付があり、かつ、税務代理権限

証書の提出がある場合に、事前通知前の意

見聴取制度を追加 
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ると認められた場合には、納税者に対する事前通知を行う前に、税理士等に対し意見聴

取結果と調査に移行する旨の連絡を口頭（電話）により行う」などとされた。 

⑦ 平成 25年 

国税庁事務運営指針の一部改正がなされ、「事前通知前の意見聴取における質疑等は、

課税庁が調査を行うかどうかを判断する前に行われるものであり、調査には至らない

行為である」ことが明確化され、「意見聴取における質疑等のみに基因して修正申告書

が提出されたとしても、更正があるべきことを予知してされたものにはあたらないと

し、加算税の対象にはならない」とされた。 

⑧ 平成 28年 

税務署等から納税者又は税理士に対して調査通知があった場合に、その調査通知以

後に修正申告書等が提出されたときに加算税が課されることとなった。 

（調査通知とは） 

納税義務者に対して、実地調査を行う旨、調査対象税目、調査対象期間の通知をすること。 

⑨ 令和４年 

税理士法施行規則、法令解釈通達の一部改正により、書面の記載項目が一部改正され

るとともに、相続税や贈与税の申告時に用いられる書面の様式が新設された。 

 

項目 改正部分 改正後 改正前 

名
称 

第１項書面 
申告書の作成に関する計算事項等記載書

面 

税理士法第 33 条の２第１項に規定する

添付書面 

第２項書面 申告書に関する審査事項等記載書面 
税理士法第 33 条の２第２項に規定する

添付書面 

記
載
項
目 

第１項書面 

１ 提示を受けた帳簿書類に関する事項 

 

２ 自ら作成記入した帳簿書類に関する

事項 

５ 総合所見 

６ その他 

１ 自ら作成記入した帳簿書類に記載さ

れている事項 

２ 提示を受けた帳簿書類（備考欄の帳

簿書類を除く。）に記載されている事項 

＜新設＞ 

５ その他 

第２項書面 
５ 総合所見 

６ その他 

＜新設＞ 

５ その他 

 

令和６年４月１日から相続税・贈与税に対応する様式が追加された。 

名称 
第１項書面 申告書の作成に関する計算事項等記載書面（資） 

第２項書面 申告書に関する審査事項等記載書面（資） 

 

３．添付書面の様式 

添付書面の様式は、省令によって、第９号様式又は第 10号様式として具体的に規定され

ています（「第４ 関係資料」参照）。 

法第 33条の２第１項の「申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項

を記載した書面」は、第９号様式によって、税理士がどのような書類に基づいて帳簿を作
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成し、どのような帳簿に基づいて計算・整理を行い、どのような相談に応じたかを記載す

るものです。また、計算・整理に関して、顕著な増減事項や会計処理方法の変更等があっ

た場合には、その内容や理由等も記載することとされています。 

法第 33条の２第２項の「他人が作成した申告書について、相談を受けて審査した事項を

記載した書面」は、第 10号様式によって、税理士が依頼者からどのような相談を受け、審

査に当たってどのような帳簿の提示を受け、どのような事項の審査を行い、どのような結

果であったかを記載するものです。また、審査に関して、顕著な増減事項や会計処理方法

の変更等があった場合には、その内容や理由等も記載することとされています。 

 

４．税理士に対する意見聴取制度とは 

法第 35条で規定される税理士に対する意見聴取制度は、次のように分類して規定されて

います。 

① 事前通知前の意見聴取（法第 33 条の２の規定による添付書面が申告書に添付され、

かつ、法第 33 条の規定による税務代理権限証書が提出されている場合で、あらかじ

め納税者に事前通知を行ったうえで調査する場合に限ります。） 

② 更正処分前の意見聴取（法第 33 条の２の規定による添付書面が申告書に添付されて

いる場合に限ります。） 

③ 不服申立てに係る事案について調査する場合の意見聴取（法第 30 条の規定による税

務代理権限証書が提出されている場合に限ります。） 

 

意見聴取制度は、事前通知前や更正処分前、又は不服申立て時を対象としたものですが、

②は頻繁にあるものではなく、また、③は書面添付の有無は影響がないことに対して、①

の事前通知前の意見聴取制度は事前通知が行われる際に、その通知前に行われるものであ

ることから、税理士業務に対する影響は大きく、他の意見聴取制度と比べて身近な制度と

なります。 

 

５．添付書面の添付から意見聴取の実施に至るまで 

書面添付制度と事前通知前の意見聴取制度は、一体のものとして位置付けられており、

事前通知前の意見聴取が実施されるためには、以下のことが要件とされます。 

① 添付書面の申告書への添付（省令第９号様式、又は第 10号様式） 

② 税務代理権限証書の提出（省令第８号様式） 

③ 事前通知調査対象であること（事前通知を行わないで税務調査を実施する場合には、

当該税務職員は意見聴取を行う義務はありません。） 

したがって、税務職員が税務調査を行うに際し、事前通知を行わないことを選択した場

合には、税理士に対する意見聴取を行わなくてもよいことになります。しかしながら、①

税務調査に際しては原則として事前通知を行うものとされ、無予告調査については対象が

限定されていること（調査手続の実施に当たっての基本的な考え方等について（事務運営

指針）平成 24 年 9 月 12 日課総 5-11 ほか）、②現実にも、ほとんどの場合において事前通

知が行われていること、③意見聴取制度は、税務職員にとって義務規定として法第 35条で

もって制定されていること、等から、ほとんどの場合において、意見聴取が行われること

を期待するものです。 
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６．意見聴取が実施されることによる効果 

意見聴取が実施されることの効果として、①税務の職業専門家である税理士の立場がよ

り一層尊重されること、②意見聴取の結果、調査の実施が省略されたり、調査が効率的に

進行されたりする可能性があること、③意見聴取における質疑等のみに基因する修正申告

書の場合、加算税対象外となること、④意見聴取の前提となる書面を作成することにより、

納税者の適正な申告につながるものと考えられ、ひいては納税者との信頼関係がより深ま

ることになると考えられること、等が考えられます。 

まず意見聴取は、調査の事前通知に先立って、税理士だけに対して行われ、そこには依

頼者は同席しません。したがって税務職員は、税理士が依頼者の全面的な信頼を得ている

との前提で対応することになります。このことは、税務代理を行う税理士の立場が、より

一層尊重されるようになることを意味することになります。 

また、意見聴取の結果、当該税務職員の申告書に対する疑問点が解消された場合には、

結果的に実地調査が省略されることも十分に考えられることや意見聴取における質疑等の

みに基因して修正申告書が提出されたとしても、更正があるべきことを予知してされたも

のにはあたらないとし、加算税の対象にはならないこととされており（注）、さらに、意見聴

取の結果、調査が実施されたとしても、計算・整理した事項等については、あらかじめ税

理士から意見を述べていますから、調査が効率的に進行することが期待できます。 

なお、意見聴取を行った結果、調査の必要がないと認められた場合には、税理士等に対

し調査省略の連絡を原則として文書により行うこととされています。 

（注） 意見聴取における質疑等のみに基因する修正申告であっても、調査通知以後の提出である

場合は、加算税の対象となります。 

（調査通知とは） 

納税義務者に対して、実地調査を行う旨、調査対象税目、調査対象期間の通知をすること。 

 

７．税理士としての対応 

書面添付制度と意見聴取制度は、税理士が関与している納税者だけに認められる制度で

す。 

また、省令による添付書面の様式には納税者の署名が不要とされており、税務に関する

職業専門家である税理士が作成する書面として位置付けられています。 

したがって、①書面を添付するかどうか、②書面に何を記載すべきか、について十分に

検討したうえで対応しなければなりません。 

意見聴取の結果次第では、税務調査が省略される可能性等も期待できますから、同時に

依頼者にとっても、書面添付制度を好ましい方向で受け取られる可能性も大きいでしょう。 

ただし、税務調査が省略されるかどうかは、もっぱら税務職員が判断することであり、

税理士や依頼者にとっては、あくまで結果にしかすぎないのですから、税務調査の省略等

を過度に期待して書面添付制度に取り組むべきものでないことはいうまでもありません。 

書面添付制度と意見聴取制度は、職業専門家である税理士だけに認められた権利として、

今後さらに充実させ育て上げていくべきものでしょう。 
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第２ 解説編 

 

１．添付書面について 

（１）申告書の作成に関する計算事項等記載書面／申告書の作成に関する計算事項等記載

書面（資） 

税理士又は税理士法人が、下記の申告書を作成した場合には、その申告書の作成に関

して、計算し、整理し、又は相談に応じた事項を記載した書面を、当該申告書に添付する

ことができます（法第 33条の２①）。 

（イ）国税通則法第 16条第１項第１号に規定する申告納税方式による申告書 

（ロ）地方税法第１条第１項第８号・第 11 号に規定する申告納付・申告納入の方法に

よる申告書 

したがって、この添付書面に記載すべき内容は、申告書を作成した税理士自身が、計算

し、整理し、相談に応じた事項であり、納税者が計算し、整理した事項ではありません。 

申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項とは、申告書に記載され

た課税標準等について、たとえば、①伝票の整理、②各種帳簿の記入、整理及び計算、③

損益計算書及び貸借対照表の計算及び作成、④税務に関する調整、⑤所得金額及び税額

の計算、⑥これらに関する相談等に関して、どの段階から具体的にどのように関与して

きたかの詳細をいい、また、依頼者が自ら作成した損益計算書及び貸借対照表について、

関係帳簿や関係原始記録との突合等により、これらの財務書類が正確に作成されている

かどうかをチェックした場合には、何によって、どのような方法により、どの程度まで確

認したかの詳細をいいます。 

 

（２）申告書に関する審査事項等記載書面／申告書に関する審査事項等記載書面（資） 

税理士又は税理士法人が、他人が作成した申告書に対して相談に応じて審査し、当該

申告書が法令の規定に従って作成されていると認めたときは、その審査した事項及び法

令の規定に従って作成されている旨を記載した書面を、当該申告書に添付することがで

きます（法第 33条の２②）。 

なお、他人が作成した申告書を審査する場合とは、例えば依頼者が作成した申告書に

ついて、その当否のチェックのみを行い、税理士の指導に基づいて依頼者が申告書を修

正して完成させるような場合が該当します。 

したがって、この審査の対象はあくまでも申告書であり会計監査ではありませんから、

例えば審査の対象が、減価償却費の計算や棚卸資産の評価方法など、税務に関連して会

計処理にまで及んだとしても、財務書類を審査した結果、適正に作成されている旨を記

載することは、この制度の趣旨として予定されていないと解されています。 

また、この制度は、本来、税務行政庁が行うべき申告書の適否の判断を、税理士に行わ

せようとするものではなく、あくまで、他人の作成した申告書が、租税に関する法律の定

めに従って、適法に作成されているかどうかを税理士が審査し、納税義務者が行う納税

義務の適正な確定を援助するためのものとして位置付けられています。 
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２．意見聴取制度 

法第 35 条に規定する意見聴取制度は、「事前通知前の意見聴取」、「更正処分前の意見聴

取」、「不服申立てに係る調査における意見聴取」の３つがあります。 

（１）事前通知前の意見聴取 

税務職員は、あらかじめ事前通知を行ったうえで調査を行う場合で、添付書面が申告

書に添付され、かつ、税務代理権限証書を提出している税理士があるときは、当該添付書

面に記載された事項に関して、当該税理士に意見を述べる機会を与えなければなりませ

ん（法第 35条①）。 

したがって、申告書に添付書面が添付され、税務代理権限証書が提出されている場合

には、原則として事前通知前に、税理士に対して意見聴取が行われることになり、その結

果、調査が省略される場合もあり得るなど、その後に予定されている調査の実施に何ら

かの影響を与え得ることになり、また依頼者にとっても、税務調査における負担が軽減

されるなどの長所があります。 

 

（２）更正処分前の意見聴取 

添付書面が添付された申告書に対して、国税通則法又は地方税の規定によって更正処

分を行う場合で、その更正処分の基因となる事実について添付書面に記載があるときは、

当該税理士に意見を述べる機会を与えなければなりません（法第 35条②）。 

ただし、申告書及びこれに添付された書類を調査するだけで、更正すべき事実が明ら

かである場合には、この限りでないこととされています。 

この規定は、もともと書面添付制度と表裏一体をなす規定で、書面添付制度により税

理士は、その申告書に関与の度合いや責任の所在を明らかにしているのでありますから、

その事実と税務職員の調査により認定された事実とが異なる場合に、あらかじめ当該税

理士に対して更正前の意見聴取を保証したものです。 

この制度は、昭和 31年の税理士法改正によって書面添付制度が創設されたことに伴っ

て設けられました。 

 

（３）不服申立てに係る調査における意見聴取 

国税不服審判所の担当審判官又は地方公共団体の長は、租税についての不服申立てに

係る調査を行う場合において、当該不服申立てに関して税務代理権限証書を提出してい

る税理士があるときは、当該税理士に意見を述べる機会を与えなければなりません（法

第 35条③）。 

この規定は上記(1)及び(2)の意見聴取とは異なり、添付書面の添付を要件としておら

ず、むしろ税務代理権限の有無との関係で設けられた規定であります。 

不服申立て事案について、税務代理権限証書の提出があった場合には、すべての場合

において意見聴取の対象としているのは、少なくとも税理士が税務代理をする以上、そ

の申立てに係る事実の細部について、検討を加えているはずであるとの前提によるとい

われています。 

この制度は、昭和 26年に税理士法が制定された当初から設けられています。 

 

（４）意見聴取の効力 



13 

意見聴取の規定による措置の有無は、調査に係る処分、更正処分、不服申立てに対する

決定又は裁決の効力に、影響を及ぼすものと解してはならないとされています（法第 35

条④）。 

したがって、例えば、添付書面を添付し、税務代理権限証書を提出しているにもかかわ

らず、税理士に対する意見聴取の機会が与えられないで、かつ、事前通知が行われたうえ

で、調査が開始された場合には、当該税務職員は、法第 35条第１項の規定に反する調査

を行ったことにはなりますが、しかし、そのことをもって、調査の後の処分そのものに影

響を与えることにはならないとされています。 

もっとも、このような規定があるからといって、制度そのものが軽んじられてよいも

のでないことはいうまでもありません。 

 

３．書面添付制度と意見聴取制度との関係 

法第 35条に規定する意見聴取制度は、先述のとおり３種類ありますが、その適用関係は、

法第 33 条の２に規定する添付書面と、法第 30 に規定する税務代理権限証書の有無によっ

て異なり、これらを整理すると以下のようになります。 

 

 添付書面 税務代理権限証書 

① 事前通知前の意見聴取 ○ ○ 

② 更正処分前の意見聴取 ○ × 

③ 不服申立てに係る調査に

おける意見聴取 
× ○ 

○：申告書への添付又は提出が、意見聴取の要件とされるもの 

×：意見聴取の要件として要求されていないもの 

※ ①の事前通知前の意見聴取は、添付書面が申告書に添付され、かつ、税務代理

権限証書が提出されている場合に限り、適用されることとなります。 

 

４．税理士法人、所属税理士と添付書面 

税理士法人や所属税理士がいる税理士事務所の場合、受託者と書面の作成者とが常に同

一者でない場合があります。この場合、税理士法人が業務を受託した場合には、添付書面

の「税理士又は税理士法人」欄には受託者である税理士法人の名称を記名し、「書面作成に

係る税理士」欄には実際に書面を作成した社員税理士又は所属税理士が署名することにな

ります。また、個人の税理士事務所に勤務する所属税理士が添付書面を作成した場合には、

添付書面の「税理士又は税理士法人」欄には受託者である税理士の氏名を記名するととも

に、「書面作成に係る税理士」欄には実際に書面を作成した所属税理士が署名することにな

ります。 

（所属税理士が直接受任する場合） 

所属税理士が直接受任業務を行う場合には、所属税理士が添付書面を作成することにな

りますが、その場合には「税理士又は税理士法人」欄及び「書面作成に係る税理士」欄に

は直接受任を行っている所属税理士の氏名での記名及び署名をすることになります。その

際、身分及び責任の所在を明らかにするため、所属税理士であり直接受任であることの記
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載をすることは必要です。例えば「税理士又は税理士法人」欄には所属税理士の氏名の後

に(所属税理士)や（直接受任）と記載し、「書面作成に係る税理士」欄には「○○税理士事

務所 所属税理士△△（直接受任）」と記載します。 

 

５．事前通知前の意見聴取制度と質問検査権 

質問検査権とは、税務職員が課税処分のために、納税者その他の者に対して、法律の規

定に基づいて認められている課税要件事実に関する質問及び検査を行う権限をいい、例え

ば、国税通則法第 74条の２、３などにおいて設けられています。 

質問検査権に基づいて実地調査が開始された後に、非違事項が発見され、修正申告を行

った場合には、その修正は通常、更正があるべきことを予知してされたものと解され、過

少申告加算税の賦課を免れませんが、事前通知前の意見聴取における質疑等のみに基因し

て修正申告書が提出されたとしても、更正があるべきことを予知してされたものにはあた

らないとされ、加算税の対象にはならないこととされています。（注：平成 28 年度の改正

により、修正申告書が調査通知以後に提出されたときは、その提出が調査による更正を予

知してなされたものでない場合であっても、過少申告加算税（５％）が課されることとな

っていますので、注意が必要です。） 

 

６．意見聴取後の取扱いについて 

事前通知前の意見聴取が行われた後、税理士等に対して以下の連絡が行われることにな

ります。 

（１）税務調査に移行しない場合 

調査の必要がないと認められた場合には、税理士等に対して「現時点では調査に移行

しない」旨の連絡が原則として文書により行われます。なお、次に該当する場合は口頭

（電話）により行われます。 

① 意見聴取を行ったことに基因して自主的に修正申告書をする場合や、じ後の申告や

帳簿書類の備付け、記録及び保存に関して指導した事項があった場合 

② 計算事項等記載書面の「３ 計算し、整理した主な事項」欄及び「５ 総合所見」欄

又は審査事項等記載書面の「３ 審査した主な事項」欄及び「４ 審査結果」欄に記

載がない場合 

③ ②の各欄の記載はあるが、明らかに不備がある又は内容が具体性に欠けるなど②に

準ずると認められる場合 

 

（２）税務調査に移行する場合 

調査の必要があると認められた場合には、納税者に対して事前通知を行う前に税理士

等に対し意見聴取結果と「調査に移行する」旨の連絡が口頭（電話）により行われます。 

 

７．書面添付制度と税理士業務 

（１）依頼者との関係 

書面添付制度は、本来、税理士が税務に関する職業専門家として独自の判断で作成し、

申告書に添付する書面です。 

しかし、その記載内容に伴う結果については、依頼者の利益に直接反映されることに
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なりますから、添付書面を作成し添付することについて、依頼者との意思疎通が十分に

図られていないと、依頼者との間でトラブルを招く可能性もあることに注意しなければ

なりません。 

なお、書面添付制度は、すべての依頼者に対して添付することが予定されているもの

ではなく、関与先との信頼関係や関与度合いなどに基づき、税理士自らの判断で書面を

作成し、添付すべきものです。 

書面添付制度は、税務書類の作成や税務相談に関連して作成する書類ではありますが、

添付した後の効果を考えると、税務代理に関連して税理士が独自に作成する書面として

捉えることができます。 

 

（２）書面添付制度のメリット 

書面添付制度を採用することによるメリットは、次のようなものが考えられます。 

① 税理士の権利が拡大し、社会的信用及び地位の向上が期待できる。 

税理士法に基づき、税理士だけに認められた権利であり、意見聴取制度とともに税

務行政庁に対して税理士の意見を表明できる機会が拡大し、税務に関する職業専門家

としての社会的信用及び地位の向上が期待できます。 

② 税務調査の省略又は効率化が期待できる。 

書面添付制度によって、書面を申告書に添付した場合には、原則として税務調査の

事前通知が行われる前に、税理士に対して意見聴取が行われ、その結果、税務調査が

省略されたり、その後の調査が効率的に行われたりすることが期待されます。 

③ 意見聴取における質疑等のみに基因する修正申告書の場合、加算税対象外となる場

合があること。 

意見聴取における質疑等のみに基因して修正申告書が提出されたとしても、更正が

あるべきことを予知してされたものにはあたらないとし、加算税の対象にはならない

こととされています（調査通知前の提出の場合）。 

④ 関与先の指導手段として利用することができる。 

まじめな関与先にとっては、添付書面によって申告の適正性が関与税理士から表明

され、場合によっては税務調査の省略も期待できますから、依頼者の方から書面添付

を希望することが十分に考えられるでしょう。 

一方、書面添付制度は、一の申告書ごとに添付するかどうかを選択することができ、

税理士が関与するすべての申告に対して、適用することを求められているわけではあ

りませんので、税理士としても現実問題として、関与先との信頼関係や関与度合いな

ど、諸々の条件が一定水準にあることを前提として添付するかどうかを判断すること

になります。 

したがって、書面添付制度を、関与先に対する指導手段として、積極的に利用する

ことも可能でしょう。 

 

（３）記載内容に対する税理士法上の責任 

税理士が、添付書面に虚偽の記載をしたときは、財務大臣による懲戒の対象となり（法

第 46 条）、その懲戒処分は、①戒告、②１年以内の税理士業務の停止、③税理士業務の

禁止に分けられます（法第 44条）。 
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このように、書面添付制度における虚偽の記載について、特に懲戒処分を設けている

趣旨は、書面添付制度が、税理士と税務行政庁との相互信頼関係を前提にして、税理士の

社会的信用及び地位の向上に資することを目的とする制度であるためと解されています。 
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第３ その他 Q&A 

 

Ｑ１ すべての関与先に対して添付書面を作成すべきか。 

法第 33 条の２第１項では、「税理士又は税理士法人は、国税通則法‥‥‥に掲げる申告

納税方式又は地方税法‥‥‥に掲げる申告納付若しくは申告納入の方法による租税の課税

標準等を記載した申告書を作成したときは、‥‥‥記載した書面を当該申告書に添付する

ことができる。」と規定され、法第 33条の２第２項では、「税理士又は税理士法人は、前項

に規定する租税の課税標準等を記載した申告書で他人の作成したものにつき相談を受けて

これを審査した場合において、‥‥‥記載した書面を当該申告書に添付することができる。」

と規定されています。 

これらの規定にあるように、書面添付制度は、個々の申告書ごとに適用されるものであ

り、一の申告書ごとに、添付すべきかどうかを判断することが予定されている制度です。 

したがって、税理士が添付書面を添付することについて必要と認めた申告書について、

作成することになります。 

一方、申告書の中には、税理士が自ら計算し、整理し又は相談に応じた事項について、

あえて特記するほどのこともない場合もあるでしょうし、また内容によっては、添付書面

を作成すること自体に問題がある場合もあるでしょうから、そもそも書面添付制度は、す

べての関与先に対して添付することを前提とした制度ではなく、あくまで、職業専門家で

ある税理士として、添付することが適当であると判断した申告書について添付すべきでし

ょう。 

 

Ｑ２ 消費税や住民税・事業税等についても添付するのか。 

書面添付制度は、Ｑ１にもあるように、一の申告書ごとに添付すべきかどうかが検討さ

れるものです。 

また、書面添付制度の対象となる申告書は、国税の場合には申告納税方式における申告

書、地方税の場合には申告納付方法又は申告納入方法における申告書であり、税目につい

ては特に規定されていません。 

したがって、法人の確定申告の場合、法人税、消費税・地方消費税、法人道府県民税、

法人事業税、法人市町村民税の申告書は、いずれも申告納税方式又は申告納付方法による

申告書でありますので、どの申告書も書面添付制度の対象になります。 

ただし、実際に添付するかどうかは、一の申告書ごとに判断すればよいので、例えば法

人税だけに添付するか、それとも法人税と消費税だけに添付するか、あるいは住民税や事

業税も含めすべての申告書に添付するかは、もっぱら個々の税理士の判断に委ねられてい

ます。 

もっとも、法人住民税や法人事業税の課税標準は、法人税額や法人税における課税標準

を基礎として求められていますから、特別な事情がない限り、あえて作成し申告書に添付

する必要性は認められないと思われます。もちろん、この場合は添付書面が添付されてい

ませんので、都道府県や市町村によって法人住民税や法人事業税の調査が行われても、事

前の意見聴取は行われません。 
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Ｑ３ 添付書面の作成をすることによって、税理士が責任を追及されるおそれはないか。 

添付書面の虚偽記載は法第 46条該当となり、懲戒処分の対象となります。 

しかし、これは税理士が故意に、不真正な申告書を作成し、その内容を隠蔽するために

添付書面の虚偽記載を行った場合などの問題であり、関与先から提出された資料等に基づ

きその範囲内での判断を添付書面に表す場合は、通常、虚偽記載となることはないと考え

られます。 

 

Ｑ４ 添付書面を作成した場合の報酬を請求しても問題ないか。 

添付書面を作成したことについて報酬を請求することは可能ですが、添付書面は税理士

の権利で作成するものであることから、関与先との合意の上で請求する必要があると考え

られます。仮に添付書面の作成自体で報酬を請求しなかったとしても、結果的に調査が省

略されたり、関与先の経営状況が向上し対外的な信用度が高まることになれば、将来的に

は税理士及び関与先の双方の利益につながるものと考えられます。 

 

Ｑ５ 添付書面を添付し、税務代理権限証書を提出しているにもかかわらず、意見聴取

の機会が与えられなかったが違法ではないのか。 

法第 35条第４項において、意見聴取の規定による措置の有無は、調査に係る処分、更正

又は審査請求についての裁決の効力に影響を及ぼすものと解してはならない旨規定されて

います。 

添付書面を添付し、税務代理権限証書を提出しているにもかかわらず、税理士に対する

意見聴取の機会が与えられないで、かつ、事前通知が行われたうえで、調査が開始された

場合には、当該税務職員は、法第 35条第１項の規定に反する調査を行ったことにはなりま

すが、しかし、そのことをもって、調査の後の処分そのものに影響を与えることにはなら

ないとされています。 
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第４ 関係資料 

 

税理士法（抜粋） 

（税務代理の権限の明示）  

第３０条 税理士は、税務代理をする場合においては、財務省令で定めるところにより、その権限を有

することを証する書面を税務官公署に提出しなければならない。 

 

（計算事項、審査事項等を記載した書面の添付）  

第３３条の２ 税理士又は税理士法人は、国税通則法第１６条第１項第１号に掲げる申告納税方式又は

地方税法第１条第１項第８号若しくは第１１号に掲げる申告納付若しくは申告納入の方法による租

税の課税標準等を記載した申告書を作成したときは、当該申告書の作成に関し、計算し、整理し、又

は相談に応じた事項を財務省令で定めるところにより記載した書面を当該申告書に添付することが

できる。 

２ 税理士又は税理士法人は、前項に規定する租税の課税標準等を記載した申告書で他人の作成したも

のにつき相談を受けてこれを審査した場合において、当該申告書が当該租税に関する法令の規定に従

つて作成されていると認めたときは、その審査した事項及び当該申告書が当該法令の規定に従って作

成されている旨を財務省令で定めるところにより記載した書面を当該申告書に添付することができ

る。 

３ 税理士又は税理士法人が前２項の書面を作成したときは、当該書面の作成に係る税理士は、当該書

面に税理士である旨その他財務省令で定める事項を付記して署名押印しなければならない。 

 

（調査の通知） 

第３４条 税務官公署の当該職員は、租税の課税標準等を記載した申告書を提出した者について、当該

申告書に係る租税に関しあらかじめその者に日時場所を通知してその帳簿書類（その作成に代えて電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成がされている場

合における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）を調査する場合において、当該租税に関し第３０条の

規定による書面を提出している税理士があるときは、あわせて当該税理士に対しその調査の日時場所

を通知しなければならない。 

 

（意見の聴取）  

第３５条 税務官公署の当該職員は、第３３条の２第１項又は第２項に規定する書面（以下この項及び

次項において「添付書面」という。）が添付されている申告書を提出した者について、当該申告書に係

る租税に関しあらかじめその者に日時場所を通知してその帳簿書類を調査する場合において、当該租

税に関し第３０条の規定による書面を提出している税理士があるときは、当該通知をする前に、当該

税理士に対し、当該添付書面に記載された事項に関し意見を述べる機会を与えなければならない。 

２ 添付書面が添付されている申告書について国税通則法又は地方税法の規定による更正をすべき場

合において、当該添付書面に記載されたところにより当該更正の基因となる事実につき税理士が計算

し、整理し、若しくは相談に応じ、又は審査していると認められるときは、税務署長（当該更正が国

税庁又は国税局の当該職員の調査に基づいてされるものである場合においては、国税庁長官又は国税
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局長）又は地方公共団体の長は、当該税理士に対し、当該事実に関し意見を述べる機会を与えなけれ

ばならない。ただし、申告書及びこれに添付された書類の調査により課税標準等の計算について法令

の規定に従っていないことが明らかであること又はその計算に誤りがあることにより更正を行う場

合には、この限りでない。 

３ 国税不服審判所の担当審判官又は地方公共団体の長は、租税についての不服申立てに係る事案につ

いて調査する場合において、当該不服申立てに関し第３０条の規定による書面を提出している税理士

があるときは、当該税理士に対し当該事案に関し意見を述べる機会を与えなければならない。 

４ 前３項の規定による措置の有無は、これらの規定に規定する調査に係る処分、更正又は不服申立て

についての決定若しくは裁決の効力に影響を及ぼすものと解してはならない。 

 

（懲戒の種類） 

第４４条 税理士に対する懲戒処分は、次の３種とする。 

 一 戒告 

 二 １年以内の税理士業務の停止 

 三 税理士業務の禁止 

 

（一般の懲戒）  

第４６条 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第３３条の２第１項若しく

は第２項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地

方税に関する法令の規定に違反したときは、第４４条に規定する懲戒処分をすることができる。 
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査調 2－24 

官総 6－36 

課法 4－9 

平成 21年 4月 1日 

改正 平成 22年 6月 11日 

改正 平成 24年 12月 19日 

改正 令和 6年 3月 26日 

各国税局長 殿 

沖縄国税事務所長 殿 

国税庁長官 

 

調査課における書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方及び事務手続等について（事務運営

指針） 

 

標題のことについては、下記のとおり定めたから、平成 21年 7月 10日以降、これにより適切な運営

を図られたい。 

なお、平成 14 年 3 月 14 日付査調 2－3 ほか 2 課共同「税理士法の一部改正に伴う調査課における新

書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方及び事務手続等について」（事務運営指針）は、平成

21年 7月 9日をもって廃止する。 

 

（趣旨） 

書面添付制度（税理士法（昭和 26年法律第 237号。以下「法」という。）の平成 13年度改正により、

従来の更正前の意見陳述に加えて、法第 33条の 2の書面（以下「添付書面」という。）が申告書に添付

されている場合において、納税者に税務調査の日時、場所をあらかじめ通知するときには、その通知前

に、法第 30条の書面（以下「税務代理権限証書」という。）を提出している税理士又は税理士法人（以

下「税理士等」という。）に対して、添付書面の記載事項に関する意見陳述の機会を与えることとされ

たものをいう。以下同じ。）を適正に運用し、税務執行の一層の円滑化・簡素化を図っていくためには、

書面添付制度の一層の普及・定着を図る必要があることから、日本税理士会連合会（以下「日税連」と

いう。）と協調して、その普及等に取り組むこととしている。 

この普及策の一つとして、日税連においては「添付書面作成基準（指針）」を定めたところであり、

それを踏まえ、国税庁においては、法第 35条第 1項に規定する意見聴取（以下「意見聴取」という。）

を行った結果、調査の必要がないと認められた場合に、税理士等に対し「現時点では調査に移行しない」

旨を原則として書面により通知することとしたことから、所要の整備を図るものである。 

 

記 

第１章 書面添付制度の運用に当たっての基本的な考え方 

１ 制度の適正・円滑な運用及び普及・定着の推進 

書面添付制度は、税務代理する税理士等に限らず、広く税理士等が作成した申告書について、そ

れが税務の専門家の立場からどのように調製されたかを明らかにすることにより正確な申告書の

作成及び提出に資するとともに、税務当局が税務の専門家である税理士等の立場をより尊重し、税

務執行の一層の円滑化・簡素化に資するとの趣旨によるものであるから、本制度の執行に当たって
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は、制度の理解を更に深め、その趣旨を踏まえた適正・円滑な運用を行い、制度の普及・定着を図

る。 

 

２ 書面添付制度適用法人の的確な管理 

申告書（法人税申告書、地方法人税申告書、消費税及び地方消費税の申告書をいう。以下同じ。）

に添付書面の添付がある法人（以下「書面添付制度適用法人」という。）については、過去の申告事

績及び調査事績並びに資料情報に加え、添付書面の記載事項及び税理士等の関与の程度に基づき、

的確な管理を行う。 

なお、実地調査の要否判定は、添付書面の記載事項等を十分踏まえた上で行う。 

 

３ 書面添付制度を活用した調査事務の効率的運用 

添付書面は、申告書審理や準備調査に積極的に活用するほか、添付書面の記載事項のうち確認を

要する部分については、意見聴取の際に十分聴取するよう努める。 

また、書面添付制度は、税務当局が税務の専門家である税理士等の立場をより尊重し、税務執行

の一層の円滑化・簡素化に資するとの趣旨によるものであることから、添付書面の記載事項がその

趣旨にかなったものと認められる場合には、実地調査の要否の判断において積極的に活用し、調査

事務の効率的な運営を図る。 

 

第２章 書面添付制度に係る事務手続及び留意事項 

第１節 書面添付制度適用法人管理簿への登載 

統括官等は、書面添付制度適用法人について「書面添付制度適用法人管理簿」（別紙 1(PDF/67KB)）

に登載し、その後の管理に活用する。 

（注）「統括官等」とは、国税局調査（査察）部における特別国税調査官、統括国税調査官をいう。 

 

第２節 意見聴取の実施 

１ 調査通知前の意見聴取の実施 

統括官等は、書面添付制度適用法人に対し実地の調査を行おうとする場合には、国税通則法第 74

条の 9 に規定する事前通知を行わないこととしたときを除き、同法第 65 条第６項に規定する調査

通知（以下「調査通知」という。）を行う前に税務代理権限証書に記載された税理士等に対し添付書

面の記載事項について意見聴取を行うよう調査担当者に指示する。 

なお、「申告書の作成に関する計算事項等記載書面」の第１面「１ 提示を受けた帳簿書類に関す

る事項」欄から第３面「５ 総合所見」欄又は「申告書に関する審査事項等記載書面」の第１面「１ 

相談を受けた事項」欄から第３面「５ 総合所見」欄に全く記載がないものは、法第 33条の 2第 1

項又は第 2項に規定する記載事項が記載されていないものであり、添付書面に該当しないものであ

ることから、そのような添付書面が添付されていたとしても補正依頼、意見聴取等を行う必要はな

いことに留意する。 

（注）意見聴取を行わない場合には、その理由を「書面添付制度適用法人管理簿」に簡記する。 

 

２ 意見聴取の時期、方法 

調査担当者は、調査通知予定日の 1週間から 2週間前までに税務代理権限証書に記載された税理

士等に対し意見聴取を行う旨を口頭（電話）で連絡し、意見聴取の日時、方法を取り決める。 
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この場合、意見聴取は調査通知予定日の前日までに了することとし、原則として税理士等に来局

を依頼する方法により行う。また、添付書面の「事務処理欄」に意見聴取を行う旨を通知した日及

び調査通知予定日を記入する。 

（注） 

１ 税理士等が遠隔地に所在している場合など来局が困難な場合には、電話による意見の聴き取

り又は文書による意見の提出によっても差し支えない。 

２ 意見聴取は、原則として、統括官等と調査担当者が行う。 

 

３ 意見聴取の内容 

意見聴取は、税務の専門家としての立場を尊重して付与された税理士等の権利の一つとして位置

付けられ、添付書面を添付した税理士等が申告に当たって計算等を行った事項に関することや、意

見聴取前に生じた疑問点を解明することを目的として行われるものである。 

したがって、こうした制度の趣旨・目的を踏まえつつ、意見聴取により疑問点が解明した場合に

は、結果的に調査に至らないこともあり得ることを認識した上で、意見聴取の機会を積極的に活用

し、例えば顕著な増減事項・増減理由や会計処理方法に変更があった事項・変更の理由などについ

て個別・具体的に質疑を行うなどして疑問点の解明等を行い、その結果を踏まえ調査を行うかどう

かを的確に判断する。 

なお、意見聴取における質疑等は、調査を行うかどうかを判断する前に行うものであり、特定の

納税義務者の課税標準等又は税額等を認定する目的で行う行為に至らないものであることから、意

見聴取における質疑等のみに基因して修正申告書が提出されたとしても、当該修正申告書の提出は

更正があるべきことを予知してされたものには当たらないことに留意する。 

また、意見聴取の過程において、じ後の申告や帳簿書類の備付け、記録及び保存に関して指導す

べき事項が認められた場合には、意見聴取の際に、その内容等についてじ後の改善を図るよう税理

士等に十分説明する。 

 

４ 意見聴取後の事務 

調査担当者は、意見聴取を行った後、次の事項を応接録（別紙 2（PDF/126KB））に記載して統括

官等の決裁を了し、税歴簿に編てつする。 

① 相手方、応接者、調査対象法人名、応接方法、応接日時 

② 意見聴取した内容 

③ 意見聴取した結果、税理士等に対して指導した事項 

④ 調査への移行の有無 

⑤ 別紙 3(PDF/140KB)の書面（以下「意見聴取結果についてのお知らせ」という。）の送付要否 

⑥ その他参考となる事項 

（注）「意見聴取結果についてのお知らせ」を作成する場合は、応接録と併せて決裁を受ける。 

 

５ 意見聴取結果の税理士等への連絡 

（１）調査に移行しない場合 

意見聴取を行った結果、調査の必要がないと認められた場合には、税理士等に対し「現時点で

は調査に移行しない」旨の連絡を、原則として「意見聴取結果についてのお知らせ」により行う。

ただし、次に掲げる場合には口頭（電話）により行う。 
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なお、口頭（電話）により意見聴取結果を税理士等へ連絡する場合には、「意見聴取結果につい

てのお知らせ」を送付しない理由を併せて説明し、じ後の添付書面の適切な記載等が図られるよ

う指導することに留意する。 

① 意見聴取を行ったことに基因して自主的に修正申告書が提出された場合又はじ後の申告

や帳簿書類の備付け、記録及び保存に関して指導した事項がある場合 

② 「申告書の作成に関する計算事項等記載書面」の第２面「３ 計算し、整理した主な事項」

欄及び第３面「５ 総合所見」欄又は「申告書に関する審査事項等記載書面」の第２面「３ 

審査した主な事項」欄及び第３面「４ 審査結果」欄に記載がない場合 

③ ②に掲げる各欄の記載はあるが、明らかに記載に不備がある又は内容が具体性に欠けるな

ど、 ②に準ずると認められる場合 

（注） 

１ 税理士等に対し「現時点では調査に移行しない」旨を連絡した場合であっても、その後申

告書の内容等に対する新たな疑義が生じたときには、調査することを妨げるものではない。

その際、調査通知を行う場合には改めて意見聴取を行う。 

２ 「意見聴取結果についてのお知らせ」を送付した場合は、当該意見聴取結果についてのお

知らせの写しを税歴簿に編てつする。 

 

（２）調査に移行する場合 

意見聴取を行った結果、調査の必要があると認められた場合には、納税者に対する調査通知を行

う前に、税理士等に対し意見聴取結果と「調査に移行する」旨の連絡を口頭（電話）により行う。 

なお、この場合において、税理士等に対する意見聴取結果の連絡と併せて税理士等に対する調査

通知を行うこととしても差し支えない。 

 

６ 更正前の意見聴取 

添付書面が添付された申告書について更正をすべき場合には、法第 35 条第 2 項に基づき、当該

添付書面に記載されたところにより当該更正の基因となる事実について税理士等が計算し、整理し、

若しくは相談に応じ、又は審査していると認められるときは、国税通則法第 74条の 11第 2項に規

定する調査結果の内容の説明を行う前までに、当該税理士等に対し、意見を述べる機会を与えなけ

ればならないことに留意する。 

 

（参考）書面添付制度に関する運用に当たっての基本的な考え方等に対する事務運営指針は上記の他、

個人課税部門、資産税事務、法人課税部門、酒税に関するものがある。 
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様式 

⚫ 税務代理権限証書 

⚫ 税務代理権限証書に記載した税務代理の委任が終了した旨の通知書 

⚫ 申告書の作成に関する計算事項等記載書面 

⚫ 申告書の作成に関する計算事項等記載書面（資） 

⚫ 申告書に関する審査事項等記載書面 

⚫ 申告書に関する審査事項等記載書面（資） 

 

 



税 務 代 理 権 限 証 書 ※整理番号

令和 年 月 日

 殿

税 理 士

又 は

税理士法人

氏名又は名称

事務所の名称 

及 び 所 在 地 電話( ) － 

所属税理士会等
税理士会 支部 

登録番号等 第 号

上記の       を代理人と定め、下記の事項について、税理士法第２条第１項第１号に規定する税務代理を委

任します。 令和  年  月  日

過 年 分 に 
関 す る 
税 務 代 理 

下記の税目に関して調査が行われる場合には、下記の年分等より前の年分等（以下「過年分」と
いいます。）についても税務代理を委任します（過年分の税務代理権限証書において上記の代理人に
委任している事項を除きます。）。【委任する場合は□にレ印を記載してください。】 

□ 

調査の通知・
終 了 の 際 の
手続に関する
同 意 

上記の代理人に税務代理を委任した事項（過年分の税務代理権限証書において委任した事項を含みま
す。以下同じ。）に関して調査が行われる場合には、私（当法人）への下表の通知又は説明等は、私（当
法人）に代えて当該代理人に対して行われることに同意します。【同意する場合は□にレ印を記載してく
ださい。】 

調査の通知 □ 

調査終了時点において更正決定等をすべきと認められない場合における、その旨の通知 □ 

調査の結果、更正決定等をすべきと認められる場合における、調査結果の内容の説明等 
（当該説明に併せて修正申告等の勧奨が行われる場合における必要な説明・書面の交付を含む。） 

□ 

代理人が複数
ある場合にお
ける代表する
代理人の定め 

上記の代理人に税務代理を委任した事項に関しては、当該代理人をその代表する代理人として定
めます。【代表する代理人として定める場合は□にレ印を記載してください。】 

□ 

依 頼 者

氏 名 又 は 名 称

住所又は事務所

の 所 在 地 電話（ ） －

１ 税務代理の対象に関する事項

税 目 
（該当する税目にレ印を記載してください。） 

年 分 等 

所得税（復興特別所得税を含む） 
※ 申 告 に 係 る も の

□ 平成・令和 年分 

法 人 税 
復 興 特 別 法 人 税 ・ 
地 方 法 人 税 を 含 む 

□ 自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日 

消 費 税 及 び 
地 方 消 費 税 （ 譲 渡 割 ） 

□ 自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日 

所得税（復興特別所得税を含む） 
※ 源 泉 徴 収 に 係 る も の

□ 
自 平成・令和  年  月  日  至 平成・令和  年  月  日 

（法 定 納 期 限 到 来 分） 

□ 

□ 

□ 

２ 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項 

３ その他の事項

委 任 状 
令和 年 月 日

上記の を代理人と定め、 

 について、委任します。

依頼者： （住所又は事務所の所在地は、上記税務代理権限証書に記載のとおり）

※事務処理欄 部門 業種 他部門等回付 ・ ・ （ ）部門

受 
付 

印 

税 理 士

税理士法人
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税務代理権限証書の記載要領

１ 「税理士又は税理士法人」の「事務所の名称及び所在地」欄には、税理士事務所又は税理士法人の名称及
び所在地を記載してください。なお、税理士法人の従たる事務所において実務を担当している場合には、当
該従たる事務所の所在地等を記載し、「所属税理士会等」欄には、従たる事務所の情報を記載してください。 

２ 本文中「      」の文字は、税理士が提出する場合には下段の「税理士法人」を二重線等で抹
消し、税理士法人が提出する場合には上段の「税理士」を二重線等で抹消してください。 

３ 以下に該当する場合は□にレ印を記載してください。
⑴ 「過年分に関する税務代理」欄

「１ 税務代理の対象に関する事項」の「税目」欄に記載した税目に関する調査の際には、「１ 税務代理
の対象に関する事項」の「年分等」欄に記載した年分等より前の年分等（以下「過年分」といいます。）につ
いても税務代理（税理士法第２条第１項第１号に規定する税務代理をいう。以下同じ。）を委任する場合。
（注） 過年分の税務代理権限証書において、今回委任する代理人に委任している事項を除きます。

⑵ 「調査の通知・終了の際の手続に関する同意」欄
今回委任する代理人に税務代理を委任した事項（過年分の税務代理権限証書において委任した事項

を含みます。以下同じです。）に関する調査の際に、依頼者への次の①～③の通知又は説明等は、今回
委任する代理人に対して行われることに同意する場合。
① 調査の通知
② 調査終了時点において更正決定等をすべきと認められない場合における、その旨の通知
③ 調査の結果、更正決定等をすべきと認められる場合における、調査結果の内容の説明等
（当該説明に併せて修正申告等の勧奨が行われる場合における必要な説明・書面の交付を含みます。） 

⑶ 「代理人が複数ある場合における代表する代理人の定め」欄
今回委任する代理人に税務代理を委任した事項に関して代理人が複数あるときには、今回委任する

代理人をその代表する代理人として定める場合。 
（注） 代表する代理人を定めた場合は、他の代理人に税務代理を委任した事項に関する調査の際に

は、当該他の代理人への調査の通知は、代表する代理人に対して行われます。

４ 「依頼者」欄には、依頼者の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地を記載してください。 
なお、相続税の場合は、依頼者である相続人ごとに税務代理権限証書を作成することに留意してください。 

５ 「１ 税務代理の対象に関する事項」欄には、税務代理を委任する税目にレ印を記載し、当該税目の
区分に応じた年分等を記載してください。また、表記税目以外の税目について税務代理を委任する場合
は、当該税目及び年分等を記載してください。 
（注）１ 相続税の場合は、「年分等」欄に、相続開始年月日を「○年○月○日相続開始」と記載してください。 

２ 税務官公署の調査の際に、源泉徴収に係る所得税（復興特別所得税を含みます。）について税
務代理を委任する場合も、当該税目にレ印を記載してください。 

６ 「２ 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項」欄には、税務官公署から送付される書類のうち、
「１ 税務代理の対象に関する事項」欄に記載した税目・年分等に係る次の通知を、e-Tax により代理受
領することについて、税務代理を委任する場合に記載し、e-Tax で提出してください。なお、この欄に記
載のない書類の受領の代理については、税務代理の対象から除かれることになります。 
【代理受領できる電子通知】 

・ 更正の請求に係る更正通知・更正の請求に係る更正の理由がない旨の通知
・ 期限後申告書・修正申告書の提出、更正の請求に係る更正があった場合に課する加算税に係る賦
課決定通知

・ 予定納税額の通知
・ 予定納税額の減額申請に係る承認又は却下の通知
・ 適格請求書発行事業者の登録通知

７ 「３ その他の事項」欄には、税務代理（税務官公署から送付される書類の受領の代理を除きます。）
の対象から除く事項がある場合にはその事項を記載してください。また、当該税務代理の範囲を特に限
定する場合にその旨を記載してください。 

８ 「※整理番号」及び「※事務処理欄」は記載しないでください。 

委 任 状 の 記 載 要 領

１ 税務代理以外の次の行為について委任する場合には、税務代理権限証書ではなく、様式下部の委任状
欄を利用し、代理人に委任する行為の内容を付帯的に記載してください。 
・ 納税証明書（令和●年分●●税等 その●）の受領
・ 申告書等閲覧サービスによる申告書等の閲覧

２ 「令和 年 月 日」には、上記の行為の代理を委任した年月日を記載してください。 

税 理 士 
税理士法人
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※整理番号

令和 年 月 日

 殿

税 理 士

又 は

税理士法人

氏名又は名称

事務所の名称

及 び 所 在 地 電話( ) － 

所属税理士会等
税理士会 支部 

登録番号等 第 号

平成・令和 年 月 日（e-Tax 受付番号：  ）に提出した「税務代理権
限証書」に記載した税務代理については、令和 年 月 日に委任が終了した旨を通知します。

過 年 分 に 
関 す る 
税 務 代 理 

上記の「税務代理権限証書」に記載した各税目に関する年分に加えて、当該「税務代理権限証書」
の「過年分に関する税務代理」欄の□にレ印がある場合における当該過年分の各税目に係る税務代理
についても、委任が終了した旨を通知します。【通知する場合は□にレ印を記載してください。】 

□ 

依 頼 者 で

あったもの

氏 名 又 は 名 称

住所又は事務所

の 所 在 地 電話（ ） －

上記の「税務代理権限証書」に記載した事項

過年分に関する税務代理 有 □ 無 □
調査の通知・終了の際の手続に関する同意 

調査の通知 有 □ 無 □ 
調査終了時点において更正決定等をすべきと認められない場合における、その
旨の通知

有 □ 無 □

調査の結果、更正決定等をすべきと認められる場合における、調査結果の内容
の説明等（当該説明に併せて修正申告等の勧奨が行われる場合における必要な
説明・書面の交付を含む。）

有 □ 無 □

代理人が複数ある場合における代表する代理人の定め 有 □ 無 □ 
１ 税務代理の対象に関する事項

税 目 
（該当する税目にレ印を記載してください。） 

年 分 等 

所得税（復興特別所得税を含む） 
※ 申 告 に 係 る も の

□ 平成・令和 年分 

法 人 税 
復 興 特 別 法 人 税 ・ 
地 方 法 人 税 を 含 む 

□ 自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日 

消 費 税 及 び 
地 方 消 費 税 （ 譲 渡 割 ） 

□ 自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日 

所得税（復興特別所得税を含む） 
※ 源 泉 徴 収 に 係 る も の

□ 
自 平成・令和  年  月  日  至 平成・令和  年  月  日 

（法 定 納 期 限 到 来 分） 

□ 

□ 

□ 

２ 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項 

３ その他の事項 

委任状に記載した委任が終了した旨の通知書 
令和 年 月  日

令和 年 月 日（e-Tax 受付番号： ）に提出した「委任状」に記載した委任については、
令和 年 月 日に終了した旨を通知します。

氏名又は名称： 
（住所又は事務所の所在地は、上記「税務代理権限証書に記載した税務代理の委任が終了した旨の通知書」に記載のとおり） 

 

上記の「委任状」に記載した事項

委任事項

※事務処理欄 部門 業種 他部門等回付 ・ ・ （ ）部門

受 
付 

印 

参考（任意） 

参考（任意） 

税務代理権限証書に記載した税務代理の 

委 任 が 終 了 し た 旨 の 通 知 書 
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税務代理権限証書に記載した税務代理の委任が終了した旨の通知書の記載要領 
 
１ この通知書は、税務官公署に提出した税務代理権限証書に記載した税務代理の委任が終了した場合に、

その税務代理の委任を受けていた税理士又は税理士法人が提出します。 
 
２ 「税理士又は税理士法人」の「事務所の名称及び所在地」欄には、税理士事務所又は税理士法人の名

称及び所在地を記載してください。なお、税理士法人の従たる事務所において実務を担当している場合
には、当該従たる事務所の所在地等を記載してください。 

 
３ 本文中「平成・令和   年   月   日（e-Tax 受付番号：          ）」には、委
任が終了した旨を通知する税務代理権限証書（以下「委任が終了した税務代理権限証書」といいます。）
の提出年月日及び当該委任が終了した税務代理権限証書を e-Tax で提出した際の e-Tax 受付番号を記載
してください。 

 
４ 「過年分に関する税務代理」欄には、委任が終了した税務代理権限証書の「過年分に関する税務代理」
欄の□にレ印がある場合において、当該過年分の各税目に係る税務代理の委任についても、委任が終了
した旨を通知する場合は、□にレ印を記載してください。 

 
５ 「依頼者であったもの」欄には、委任が終了した税務代理権限証書の「依頼者」欄に記載した依頼者
の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地を記載してください。 

 
６ 「参考（任意）」欄には、以下のとおり記載してください。 
 ⑴ 「過年分に関する税務代理」欄 
   委任が終了した税務代理権限証書の「過年分に関する税務代理」欄の□にレ印がある場合には「有」

欄の□に、レ印がない場合には「無」欄の□にそれぞれレ印を記載してください。 
 ⑵ 「調査の通知・終了の際の手続に関する同意」欄 
   委任が終了した税務代理権限証書の「調査の通知・終了の際の手続に関する同意」欄の各欄の□に

レ印がある場合には「有」欄の□に、レ印がない場合には「無」欄の□にそれぞれレ印を記載してく
ださい。 

⑶ 「代理人が複数ある場合における代表する代理人の定め」欄 
委任が終了した税務代理権限証書の「代理人が複数ある場合における代表する代理人の定め」欄の

□にレ印がある場合には「有」欄の□に、レ印がない場合には「無」欄の□にそれぞれレ印を記載し
てください。 

 ⑷ 「１ 税務代理の対象に関する事項」欄には、委任が終了した税務代理権限証書に記載した税務代
理を委任していた項目にレ印を記載し、当該税目の区分に応じた年分等を記載してください。また、
表記税目以外の税目について税務代理を委任していた場合は、当該税目及び年分等を記載してくださ
い。 

  （注）１ 相続税の場合は、「年分等」欄に、相続開始年月日を「○年○月○日相続開始」と記載して
ください。 

２ 税務官公署の調査の際に、源泉徴収に係る所得税（復興特別所得税を含みます。）について
税務代理を委任していた場合も、当該税目にレ印を記載してください。 

 ⑸ 「２ 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項」欄には、委任が終了した税務代理権限証書
の「２ 税務代理の対象となる書類の受領に関する事項」欄に記載した内容を記載してください。 

 ⑹ 「３ その他の事項」欄には、委任が終了した税務代理権限証書の「３ その他の事項」欄に記載
した内容を記載してください。 

 
７ 「※整理番号」及び「※事務処理欄」は記載しないでください。 
 

委任状に記載した委任が終了した旨の通知書の記載要領 
 
１ 冒頭の「令和  年  月  日」には、この通知書の提出年月日を記載してください。 
 
２ 本文中「令和   年   月   日（e-Tax 受付番号：          ）」には、委任が終

了した旨を通知する委任状の提出年月日及び当該委任が終了した委任状を e-Tax で提出した際の e-Tax
受付番号を記載してください。 

 
３ 「氏名又は名称」欄には、この通知書を提出する者（法人）の氏名又は名称を記載してください。 
 
４ 「参考（任意）」欄の「委任事項」欄には、委任が終了した委任状に記載した委任事項を記載してくだ

さい。 

29



 
   税    申告書（   年分・        事業年度分・      ）に係る 

申告書の作成に関する計算事項等記載書面 

※整理番号  

税理士又は 
税理士法人 

氏名又は名称  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

書面作成に 
係る税理士 

氏     名  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

所属税理士会等 税理士会    支部 登録番号 第     号 

税務代理権限証書の提出 有（               ） ・ 無 

依 頼 者 
氏名又は名称  

住所又は事務所 
の 所 在 地 電話（   ）    － 

私（当法人）が申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項は、下記の 
１から５までに掲げる事項であります。 

１ 提示を受けた帳簿書類に関する事項 
帳簿書類（申告書の作成に関し、計算し、又は 
整理するために用いたものに限る。）の名称 

左記の帳簿書類以外の帳簿書類の名称 

  

２ 自ら作成記入した帳簿書類に関する事項 

帳 簿 書 類 の 名 称 作成記入の基礎となった書類等 

  

 

※事務 
処理欄 

部門 業種   意見聴取連絡事績 事前通知等事績 

    
年月日 税 理 士 名 通知年月日 予定年月日 
・ ・  ・  ・ ・  ・ 

（１／４） 

 
年 月 日 
年 月 日 

３３の２① 受 
付 

印 

  年  月  日 
        殿 
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※整理番号  

３ 計算し、整理した主な事項 

(1) 

区    分 事         項 備        考 

   

(2) 

⑴のうち顕著な増減事項 増   減   理   由 

  

(3) 

⑴のうち会計処理方法 
に変更等があった事項 変  更  等  の  理  由 

  

（２／４） 
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（３／４） 

※整理番号  

４ 相談に応じた事項 

事       項 相  談  の  要  旨 

  

５ 総合所見 

 

 ６ その他 
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※整理番号  

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４／４） 
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申告書の作成に関する計算事項等記載書面の記載要領 

 
１ 表題の（ ）内の「事業年度分・」の後の余白には、月分の申告書の場合はその年月を「○年

○月分」と記載してください。 
 
２ 「書面作成に係る税理士」の「事務所の所在地」欄には、この書面を作成した税理士が税理士

名簿に登録を受けている事務所の所在地（税理士法人の従たる事務所に所属している場合は当該

従たる事務所の所在地）を記載してください。 
 
３ 「税務代理権限証書の提出」欄には、この書面を添付する申告書の納税者に係る法第３０条に

規定する書面の提出の有無を○で囲んで表示し、「有」の場合には、法第２条第１項第１号に規定

する税務代理の委任を受けた税目を（ ）内に記載してください。 
 
４ 「３ 計算し、整理した主な事項」欄の記載要領は、次のとおりです。 
 イ (1)の「区分」欄には、勘定科目、申告調整科目等を記載してください。 

 ロ (1)の「事項」欄には、「区分」ごとに、計算・整理した内容を具体的に記載するとともに、

関係資料との確認方法及びその程度等を記載してください。 

 ハ (1)の「備考」欄には、「区分」ごとに、計算・整理の際に留意した事項等を記載してくださ

い。 

 ニ (2)の「(1)のうち顕著な増減事項」欄には、 (1)に記載したもののうち、前期（前年）等と

比較して金額が顕著に増減したものについて、その増減事項を簡記し、その原因・理由等を「増

減理由」欄に具体的に記載してください。 

 ホ (3)の「(1)のうち会計処理方法に変更等があった事項」欄には、(1)に記載したもののうち、

当期（当年）において会計処理方法に変更等があった事項について、その変更等があった事項

を簡記し、その理由等を「変更等の理由」欄に具体的に記載してください。 

（注） (2)及び(3)欄に記載した事項については、(1)欄への記載を省略して差し支えありませ

ん。 
 
５ 「４ 相談に応じた事項」欄には、法第２条第１項第３号に規定する税務相談に関し特に重要

な事項に関する相談項目を「事項」欄に記載し、その相談内容、回答要旨、申告書への反映状況

等を、「相談の要旨」欄に記載してください。 
 
６ 「５ 総合所見」欄には、申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項の総

合的な所見を記載してください。 
 
７ 「６ その他」欄には、「１ 提示を受けた帳簿書類に関する事項」欄から「５ 総合所見」欄

までの各欄に記載した事項以外の事項で、記載すべき事項（例えば、申告書の作成に関し、計算

し、整理した事項以外の事項で個別的・特徴的である事項や、税理士が行う納税者の帳簿書類の

監査の頻度、納税者の税に関する認識、申告書作成に当たって留意した事項など）があれば記載

してください。 

34



 
８  ｢＊追加記載する事項｣の各欄は、｢１ 提示を受けた帳簿書類に関する事項｣ないし｢６ その

他｣の各欄を使用しても、なお記載しきれない場合に使用してください。 
（注）１枚で記載しきれない場合は、更に追加して使用してください。 
この場合、｢Ａ｣欄には、｢１ 提示を受けた帳簿書類に関する事項｣ないし｢６ その他｣の記載

しきれなかった項目名を記載し、｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄には、下表のとおり、｢Ａ｣欄に記載した項目

名の区分に応じて、それぞれ右の｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄に掲げる項目名及びその内容を記載してくだ

さい。 
｢Ａ｣欄 ｢Ｂ｣欄 ｢Ｃ｣欄 ｢Ｄ｣欄 

１ 提示を受けた帳簿
書類に関する事項 

帳簿書類（申告書の作
成に関し、計算し、
又は整理するために
用いたものに限る。）
の名称 

左記の帳簿書類以
外の帳簿書類の名
称 

 

２ 自ら作成記入した
帳簿書類に関する事
項 

帳簿書類の名称 作成記入の基礎と
なった書類等  

３ 計算し、整理した
主な事項(1) 区分 事項 備考 

３ 計算し、整理した
主な事項(2) 

(1)のうち顕著な増減
事項 増減理由  

３ 計算し、整理した
主な事項(3) 

(1)のうち会計処理方
法に変更等があった
事項 

変更等の理由  

４ 相談に応じた事項 事項 相談の要旨  

５ 総合所見  総合所見  

６ その他  その他  

 
９ 「※」印の欄は記入しないでください。 
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   税    申告書（      年分・  年  月  日相続開始分）に係る 

申告書の作成に関する計算事項等記載書面（資） 

※整理番号  

税理士又は 
税理士法人 

氏名又は名称  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

書面作成に 
係る税理士 

氏     名  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

所属税理士会等 税理士会    支部 登録番号 第     号 

税務代理権限証書の提出 有（               ） ・ 無 

依 頼 者 

氏名又は名称  

住所又は事務所 
の 所 在 地 

電話（   ）    － 

相続税の場合 
被相続人の氏名  

被相続人の住所  

私（当法人）が申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項は、下記の 
１から５までに掲げる事項であります。 
１ 提示を受けた書類等に関する事項 

書類等（申告書の作成に関し、計算し、又は 
整理するために用いたものに限る。）の名称 左記の書類等以外の書類等 

  

２ 自ら作成記入した書類等に関する事項 

書 類 等 の 名 称 作成記入の基礎となった書類等 

  

 

※事務 
処理欄 

部門 業種   意見聴取連絡事績 事前通知等事績 

    
年月日 税 理 士 名 通知年月日 予定年月日 
・ ・  ・  ・ ・  ・ 

（１／４） 

３３の２①（資） 受 
付 

印 

  年  月  日 
        殿 
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※整理番号  

３ 計算し、整理した主な事項 

(1) 

区    分 事         項 備        考 

   

(2) 

⑴のうち個別的・特徴的な事項 備        考 

  

（２／４） 
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（３／４） 

※整理番号  

４ 相談に応じた事項 

事       項 相  談  の  要  旨 

  

５ 総合所見 

 

 ６ その他 
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※整理番号  

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４／４） 
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申告書の作成に関する計算事項等記載書面（資）の記載要領 

 
１ 「書面作成に係る税理士」の「事務所の所在地」欄には、この書面を作成した税理士が税理士

名簿に登録を受けている事務所の所在地（税理士法人の従たる事務所に所属している場合は当該

従たる事務所の所在地）を記載してください。 
 
２ 「税務代理権限証書の提出」欄には、この書面を添付する申告書の納税者に係る法第３０条に

規定する書面の提出の有無を○で囲んで表示し、「有」の場合には、法第２条第１項第１号に規定

する税務代理の委任を受けた税目を（ ）内に記載してください。 
 
３ 依頼者が複数人いる場合には、依頼者代表１名の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地を

「依頼者」欄に記載し、その他の依頼者の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地を「６ そ

の他」欄に記載してください。 
 
４ 「３ 計算し、整理した主な事項」欄の記載要領は、次のとおりです。 

イ (1)の「区分」欄には、取得財産、債務等を記載してください。 
 ロ (1)の「事項」欄には、「区分」ごとに、計算・整理した内容を具体的に記載するとともに、

関係資料との確認方法及びその程度等を記載してください。 
 ハ (1)の「備考」欄には、「区分」ごとに、計算・整理の際に留意した事項等を記載してくださ

い。 
 ニ (2)の「(1)のうち個別的・特徴的な事項」欄には、 (1)に記載したもののうち、個別的・特

徴的である事項について、その内容を簡記し、その詳細等を「備考」欄に具体的に記載してく

ださい。 

 
５ 「４ 相談に応じた事項」欄には、法第２条第１項第３号に規定する税務相談に関し特に重要

な事項に関する相談項目を「事項」欄に記載し、その相談内容、回答要旨、申告書への反映状況

等を、「相談の要旨」欄に記載してください。 
 
６ 「５ 総合所見」欄には、申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項の総

合的な所見を記載してください。 
 
７ 「６ その他」欄には、「１ 提示を受けた書類等に関する事項」欄から「５ 総合所見」欄ま

での各欄に記載した事項以外の事項で、記載すべき事項（例えば、申告書の作成に関し、計算し、

整理した事項以外の事項で個別的・特徴的である事項や、納税者の税に関する認識、申告書作成

に当たって留意した事項など）があれば記載してください。 
 
８  ｢＊追加記載する事項｣の各欄は、｢１ 提示を受けた書類等に関する事項｣ないし｢６ その他｣

の各欄を使用しても、なお記載しきれない場合に使用してください。 
（注）１枚で記載しきれない場合は、更に追加して使用してください。 
この場合、｢Ａ｣欄には、｢１ 提示を受けた書類等に関する事項｣ないし｢６ その他｣の記載し
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きれなかった項目名を記載し、｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄には、下表のとおり、｢Ａ｣欄に記載した項目名

の区分に応じて、それぞれ右の｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄に掲げる項目名及びその内容を記載してくださ

い。 
 

｢Ａ｣欄 ｢Ｂ｣欄 ｢Ｃ｣欄 ｢Ｄ｣欄 

１ 提示を受けた書類
等に関する事項 

書類等（申告書の作成
に関し、計算し、又
は整理するために用
いたものに限る。）の
名称 

左記の書類等以外
の書類等  

２ 自ら作成記入した
書類等に関する事項 書類等の名称 作成記入の基礎と

なった書類等  

３ 計算し、整理した
主な事項(1) 区分 事項 備考 

３ 計算し、整理した
主な事項(2) 

(1)のうち個別的・特
徴的な事項 備考  

４ 相談に応じた事項 事項 相談の要旨  

５ 総合所見  総合所見  

６ その他  その他  

 
９ 「※」印の欄は記入しないでください。 
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   税    申告書（   年分・        事業年度分・      ）に係る 

申告書に関する審査事項等記載書面 

※整理番号  

税理士又は 
税理士法人 

氏名又は名称  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

書面作成に 
係る税理士 

氏     名  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

所属税理士会等 税理士会    支部 登録番号 第     号 

税務代理権限証書の提出 有（               ） ・ 無 

依 頼 者 
氏名又は名称  

住所又は事務所 
の 所 在 地 電話（   ）    － 

私（当法人）が審査の依頼を受けた申告書に関し審査した事項は、下記の１から５までに掲 
げる事項であります。 

１ 相談を受けた事項 

事 項 相 談 の 要 旨 

  

２ 審査に当たって提示を受けた帳簿書類 

帳 簿 書 類 の 名 称 確 認 し た 内 容 

  

 

※事務 
処理欄 

部門 業種   意見聴取連絡事績 事前通知等事績 

    
年月日 税 理 士 名 通知年月日 予定年月日 
・ ・  ・  ・ ・  ・ 

（１／４） 

 
年 月 日 
年 月 日 

３３の２② 受 
付 

印 

  年  月  日 
        殿 
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※整理番号  

３ 審査した主な事項 

(1) 

区    分 事         項 備        考 

   

(2) 

⑴のうち顕著な増減事項 増   減   理   由 

  

(3) 

⑴のうち会計処理方法 
に変更等があった事項 変  更  等  の  理  由 

  

（２／４） 

43



 

（３／４） 

※整理番号  

４ 審査結果 

 

５ 総合所見 

 

 ６ その他 
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※整理番号  

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４／４） 
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申告書に関する審査事項等記載書面の記載要領 

 
１ 表題の（ ）内の「事業年度分・」の後の余白には、月分の申告書の場合はその年月を「○年

○月分」と記載してください。 
 
２ 「書面作成に係る税理士」の「事務所の所在地」欄には、この書面を作成した税理士が税理士

名簿に登録を受けている事務所の所在地（税理士法人の従たる事務所に所属している場合は当該

従たる事務所の所在地）を記載してください。 
 
３ 「税務代理権限証書の提出」欄には、この書面を添付する申告書の納税者に係る法第３０条に

規定する書面の提出の有無を○で囲んで表示し、「有」の場合には、法第２条第１項第１号に規定

する税務代理の委任を受けた税目を（ ）内に記載してください。 
 
４ 「１ 相談を受けた事項」欄には、法第２条第１項第３号に規定する税務相談に関し特に重要

な事項に関する相談項目を記載し、その相談内容、回答要旨、申告書への反映状況等を、「相談の

要旨」欄に記載してください。 
 
５ 「３ 審査した主な事項」欄の記載要領は、次のとおりです。 
 イ (1)の「区分」欄には、勘定科目、申告調整科目等を記載してください。 

 ロ (1)の「事項」欄には、「区分」ごとに、審査した内容を具体的に記載するとともに、関係資

料との確認方法及びその程度等を記載してください。 

 ハ (1)の「備考」欄には、「区分」ごとに、審査の際に留意した事項等を記載してください。 

 ニ (2)の「(1)のうち顕著な増減事項」欄には、 (1)に記載したもののうち、前期（前年）等と

比較して金額が顕著に増減したものについて、その増減事項を簡記し、その原因・理由等を「増

減理由」欄に具体的に記載してください。 

 ホ (3)の「(1)のうち会計処理方法に変更等があった事項」欄には、(1)に記載したもののうち、

当期（当年）において会計処理方法に変更等があった事項について、その変更等があった事項

を簡記し、その理由等を「変更等の理由」欄に具体的に記載してください。 

（注） (2)及び(3)欄に記載した事項については、(1)欄への記載を省略して差し支えありませ

ん。 

 

６ 「４ 審査結果」欄には、申告書が法令の規定に従って作成されている旨を記載してください。

なお、審査において、指導等を行った場合はその内容を具体的に記載してください。 
 
７ 「５ 総合所見」欄には、申告書に関し審査した事項の総合的な所見を記載してください。 
 
８ 「６ その他」欄には、「１ 相談を受けた事項」欄から「５ 総合所見」欄までの各欄に記載

した事項以外の事項で、記載すべき事項（例えば、申告書に関し審査した事項以外の事項で個別

的・特徴的である事項や、申告書の審査に当たって留意した事項など）があれば記載してくださ

い。 
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９  ｢＊追加記載する事項｣の各欄は、｢１ 相談を受けた事項｣ないし｢６ その他｣の各欄を使用し

ても、なお記載しきれない場合に使用してください。 
（注）１枚で記載しきれない場合は、更に追加して使用してください。 
この場合、｢Ａ｣欄には、｢１ 相談を受けた事項｣ないし｢６ その他｣の記載しきれなかった項

目名を記載し、｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄には、下表のとおり、｢Ａ｣欄に記載した項目名の区分に応じて、

それぞれ右の｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄に掲げる項目名及びその内容を記載してください。 
｢Ａ｣欄 ｢Ｂ｣欄 ｢Ｃ｣欄 ｢Ｄ｣欄 

１ 相談を受けた事項 事項 相談の要旨  

２ 審査に当たって提
示を受けた帳簿書類 帳簿書類の名称 確認した内容  

３ 審査した主な事項
(1) 

区分 事項 備考 

３ 審査した主な事項
(2) 

(1)のうち顕著な増減
事項 

増減理由  

３ 審査した主な事項
(3) 

(1)のうち会計処理方
法に変更等があった
事項 

変更等の理由  

４ 審査結果  審査結果  

５ 総合所見  総合所見  

６ その他  その他  

 
10 「※」印の欄は記入しないでください。 
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   税    申告書（      年分・  年  月  日相続開始分）に係る 

申告書に関する審査事項等記載書面（資） 

※整理番号  

税理士又は 
税理士法人 

氏名又は名称  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

書面作成に 
係る税理士 

氏     名  

事務所の所在地 
電話（   ）    － 

所属税理士会等 税理士会    支部 登録番号 第     号 

税務代理権限証書の提出 有（               ） ・ 無 

依 頼 者 

氏名又は名称  

住所又は事務所 
の 所 在 地 

電話（   ）    － 

相続税の場合

被相続人の氏名  

被相続人の住所  
私（当法人）が審査の依頼を受けた申告書に関し審査した事項は、下記の１から５までに掲げ

る事項であります。 
１ 相談を受けた事項 

事 項 相 談 の 要 旨 

  

２ 審査に当たって提示を受けた書類等 

書 類 等 の 名 称 確 認 し た 内 容 

  

 

※事務 
処理欄 

部門 業種   意見聴取連絡事績 事前通知等事績 

    
年月日 税 理 士 名 通知年月日 予定年月日 
・ ・  ・  ・ ・  ・ 

（１／４） 

３３の２②（資） 受 
付 

印 

  年  月  日 
        殿 
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※整理番号  

３ 審査した主な事項 

(1) 

区    分 事         項 備        考 

   

(2) 

⑴のうち個別的・特徴的な事項 備        考 

  

（２／４） 
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（３／４） 

※整理番号  

４ 審査結果 

 

５ 総合所見 

 

 ６ その他 
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※整理番号  

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊追加記載する事項 

Ａ 

Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４／４） 
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申告書に関する審査事項等記載書面（資）の記載要領 

 
１ 「書面作成に係る税理士」の「事務所の所在地」欄には、この書面を作成した税理士が税理士

名簿に登録を受けている事務所の所在地（税理士法人の従たる事務所に所属している場合は当該

従たる事務所の所在地）を記載してください。 
 
２ 「税務代理権限証書の提出」欄には、この書面を添付する申告書の納税者に係る法第３０条に

規定する書面の提出の有無を○で囲んで表示し、「有」の場合には、法第２条第１項第１号に規定

する税務代理の委任を受けた税目を（ ）内に記載してください。 
 
３ 依頼者が複数人いる場合には、依頼者代表１名の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地を

「依頼者」欄に記載し、その他の依頼者の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地を「６ そ

の他」欄に記載してください。 
 
４ 「１ 相談を受けた事項」欄には、法第２条第１項第３号に規定する税務相談に関し特に重要

な事項に関する相談項目を記載し、その相談内容、回答要旨、申告書への反映状況等を、「相談の

要旨」欄に記載してください。 
 
５ 「３ 審査した主な事項」欄の記載要領は、次のとおりです。 

イ (1)の「区分」欄には、取得財産、債務等を記載してください。 
 ロ (1)の「事項」欄には、「区分」ごとに、審査した内容を具体的に記載するとともに、関係資

料との確認方法及びその程度等を記載してください。 
 ハ (1)の「備考」欄には、「区分」ごとに、審査の際に留意した事項等を記載してください。 
 ニ (2)の「(1)のうち個別的・特徴的な事項」欄には、 (1)に記載したもののうち、個別的・特

徴的である事項について、その内容を簡記し、その詳細等を「備考」欄に具体的に記載してく

ださい。 
 
６ 「４ 審査結果」欄には、申告書が法令の規定に従って作成されている旨を記載してください。

なお、審査において、指導等を行った場合はその内容を具体的に記載してください。 
 
７ 「５ 総合所見」欄には、申告書に関し審査した事項の総合的な所見を記載してください。 
 
８ 「６ その他」欄には、「１ 相談を受けた事項」欄から「５ 総合所見」欄までの各欄に記載

した事項以外の事項で、記載すべき事項（例えば、申告書に関し審査した事項以外の事項で個別

的・特徴的である事項や、申告書の審査に当たって留意した事項など）があれば記載してくださ

い。 
 
９  ｢＊追加記載する事項｣の各欄は、｢１ 相談を受けた事項｣ないし｢６ その他｣の各欄を使用し

ても、なお記載しきれない場合に使用してください。 
（注）１枚で記載しきれない場合は、更に追加して使用してください。 
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この場合、｢Ａ｣欄には、｢１ 相談を受けた事項｣ないし｢６ その他｣の記載しきれなかった項

目名を記載し、｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄には、下表のとおり、｢Ａ｣欄に記載した項目名の区分に応じて、

それぞれ右の｢Ｂ｣欄から｢Ｄ｣欄に掲げる項目名及びその内容を記載してください。 
 
 

｢Ａ｣欄 ｢Ｂ｣欄 ｢Ｃ｣欄 ｢Ｄ｣欄 

１ 相談を受けた事項 事項 相談の要旨  

２ 審査に当たって提
示を受けた書類等 書類等の名称 確認した内容  

３ 審査した主な事項
(1) 

区分 事項 備考 

３ 審査した主な事項
(2) 

(1)のうち個別的・特
徴的な事項 

備考  

４ 審査結果  審査結果  

５ 総合所見  総合所見  

６ その他  その他  

 
10 「※」印の欄は記入しないでください。 
 
 

53


